
アンケート自由記述（保護者の意見） 

＜教育環境の改善に向けた主な課題と提案＞ 

1．保育園・学校の統廃合と施設の改善   

少子化や児童数の減少を背景に、保育園や学校の統廃合を進めるべきとの意見が多く寄せられてい

る。一方で、地域性を考慮し学校を存続させる声も挙がっている。丁寧な対話と、通学に不便が生じ

ない解決策（スクールバスの運行など）が重要であるとの意見がある。施設面では校舎や体育館の老

朽化が進んでおり、災害時対応や猛暑対策としてエアコンの設置、防災設備の整備が求められてい

る。改修や新築の際は、地域のニーズを十分に反映する必要であるとの意見がある。 

   

2．児童・生徒数に応じた教育環境の改善 

少人数制教育のメリットとして、個別対応の充実が挙げられるが、一方で人間関係の固定化や行事

の縮小といった課題がある。そのため複数学級の維持や近隣学校間の交流、学年を超えた活動などが

提案されている。また、人間関係の幅を広げる環境づくりと、支援学級の充実による適応的な教育体

制を構築することが重要であるとの意見がある。 

 

3．教員の働き方と教育の質向上  

教員不足や負担の増加が深刻化しており、教員数の確保、待遇改善、研修による専門性の向上が求

められている。また、補助員の活用や雑務の外部委託、二交代制の導入で教員の負担軽減を図るべき

との意見が多い。さらに教員同士の連携や対応の質を高め、不適切な対応を防ぐための透明性確保の

取り組みが必要との意見がある。 

 

4．特別支援教育と不登校への対応   

発達障害やグレーゾーンの児童への支援級増設や適切な交流環境の整備、不登校児童へのフリース

クール設置など、特別支援教育の充実が求められている。個々の特性に応じた教育と、児童の自己肯

定感向上を図る必要があるとの意見がある。 

 

5．地域連携と子どもの成長支援  

地域の大人が積極的に学校教育に関与することで、子どもの人間関係形成や多様性の学びが促進さ

れるという意見がある。地域資源を活用した教育、自然体験を取り入れた活動が町の特色形成にも寄

与するとの意見がある。また、中学校進学時の環境変化の懸念に対応するため、小学校間の交流強化

や地域との連携を推進する必要性が指摘されている。 

 

6．子ども主体の教育と未来像の追求  

子どもの好奇心や自主性を伸ばす教育への転換が求められており、画一的な指導から個別対応型の

教育体制への改革が必要である問い意見がある。宿題や成績評価の見直し、ICT を活用した授業、自

然体験・地域活動を含めた総合的なアプローチが提案されている。さらに、子育てしやすい町づくり

や移住政策の強化といった地域活性化の取り組みと連動した教育の推進も重要であるとの意見があ

る。 

 



アンケート自由記述（保護者の意見） 

7．保護者の負担軽減と学校運営の改善 

PTA 活動や役員負担の軽減が広く求められており、特に忙しい共働き世帯に配慮した学童保育の

時間延長や柔軟な対応を目指すべきとの意見が多かった。役員活動の簡略化やオンライン会議の導入

など、時代に合った効率的な運営が期待されている。また、中学校のマンモス校化への懸念があり、

分校的運営や学校の移設、部活動の地域移行に伴う費用や送迎面の改善策が必要であるとの意見があ

る。 

 



アンケート自由記述（地域の意見） 

＜教育環境の改善に向けた主な課題と提案＞ 

1. 少子化と人口減少への対応 

   子どもの数が年々減少している現状は、学校や保育園の統廃合を迫るものとなっていると言う

意見がある。これにより、高齢化が進む地域では財政負担の増加が懸念されるだけでなく、小規模

校での児童数減少が子どもの社会性の発達に悪影響を及ぼしているとの意見がある。効率化を図り

つつ、教育内容を充実させる統廃合が求められている。また、統廃合後の通学環境の整備としてマ

イクロバス送迎システムなどの導入が検討されるべきだとの意見がある。 

 

2. 学校統廃合の検討不足 

   地域ごとの課題として、特に池田町において小中学校統合の必要性が叫ばれているが、意思決

定の遅れも指摘されている。統廃合に伴う地域住民や揖斐川町との連携を深め、迅速かつ納得感の

ある意思決定が必要であるとの意見がある。地域住民と学校関係者が協力しながら、教育的意義と

地域の活性化を両立するための具体策を探ることが重要であるとの意見がある。 

 

3. 教職員の働き方改革と教育の質の低下 

   教職員の業務負担が増加する一方で、仕事内容の簡略化が進むことで指導が家庭任せになりつ

つあり、教育の質が低下しているという意見がある。教職員の専門性を向上させるための採用と育

成の見直しが不可欠であるとされている。また、働き方改革として支援者や専門職を増員し、教職

員の負担を分散する取り組みが必要であるとの意見がある。 

 

4. 地域活性化と学校存続のジレンマ 

   学校が地域活性化の中心的役割を果たしている場合、その廃止による地域への影響が懸念され

るが、少子化が進む中では教育環境の質を向上させつつ財政負担を抑える苦しい選択を迫られてい

るという意見がある。学校統廃合後の地域拠点を再編し、地域との繋がりを維持しつつ、安全で安

心な教育環境を提供する方法を模索する必要があるいう意見がある。 

 

5. 子どもたちの基礎教育不足 

コロナ禍における学習環境の変化や家庭環境の影響で、基礎学習が不足している子どもが増加し

ているという意見がある。また、学力低下だけでなく人間関係やトラブルの増加により、保護者や

教職員への負担が大きくなっているという意見があり、この問題を解決するためには、学習面だけ

でなく社会性を育む教育を充実させる必要があるとされている。家庭と学校の連携を深め、地域密

着型教育を推進することで、子どもたちの成長を総合的に支援する体制を築いていくべきだという

意見がある。 

 

6. 道徳心や社会性の育成不足 

他人への配慮や善悪の判断力の欠如が子どもたちの行動に現れることが増えている。これに対し

ては、道徳教育を強化し、倫理観や「他者を尊重する心」を育てることが重要であるとの意見があ

る。道徳や価値観教育を基盤とした具体的なプログラムを開発し、学校教育に統合することで、子

どもたちが他者と適切に関わり合い、社会性を身につける環境を整えるべきだとの意見がる。



アンケート自由記述（教員の意見） 

＜教育環境の改善に向けた主な課題と提案＞ 

1. 教員の働き方改革と教育環境の充実   

池田町の現場では教員の負担が深刻化している状況があり、授業時数の増加や放課後業務の過密

化が課題となっていまという意見がある。授業負担を軽減するための教員増員や支援員の配置強

化、特任教員や副担任制度の導入が望まれている。また、教員資格が必要ない業務の切り分けやイ

ンターンシップの導入により、労務負担を軽減する制度も検討されるべきだとの意見もある。さら

に、支援が必要な子どもの増加に合わせ、個別対応が可能な環境を整え、教員が安心して働ける条

件を整備していくことが必要だと感じている者がいる。 

 

2. 子どもたちの健全な育成と地域とのつながり   

少子化に伴い子どもの数が減少し、集団活動や協働性を育む機会が制限されている一方で、少人

数によるきめ細かな指導の良さもあり、これら両者のメリットを活かしたバランスの良い教育環境

を求める意見がある。また、子どもたちが地域社会と深く関わることで、成長を地域で支え合うあ

たたかい環境が重要だとの意見がある。具体的には地域イベントの活用、地域クラブの設立、町内

企業との連携などを通じて、子どもたちが主体的に地域に関わる仕組みを推進するべきだとの意見

もある。 

 

3. 保育園・学校統廃合の課題と施設改善   

少子化や財政面の課題から、保育園や学校の統廃合が進んでいるが、保護者や地域の不安解消に

丁寧に対応することが必要だとの意見がある。具体例として、バス通学などによる健康への影響を

軽減する対策や職員配置の維持が挙げられている。また、老朽化した校舎や施設の改善、児童クラ

ブの拡充、安全性確保も重要課題だとされている。公立園の広域統合が避けられない場合でも、職

員の働き方に配慮し、安心できる働く場を保障することが必要であるとの意見がある。 

 

4. 特別支援教育と多様性への対応   

支援が必要な子どもの増加に対して、質の高い教育を提供するため、柔軟な職員配置や少人数制

を維持する工夫が必要であるとの声がある。また、月齢や年齢による指導計画の負担軽減や保育士

の働きやすさを向上させる制度の導入が求められている。同時に、子どもの多様性を尊重し、一人

ひとりに寄り添う教育体制の構築を進めるべきだとの声もある。 

 

5. 教育環境のデジタル化と基礎学力の向上   

タブレット端末などを用いた先端的な教育と、従来の学習方法を組み合わせることで、学力を支

える工夫が必要であるという意見がある。特に、学力格差が生じやすい家庭環境を抱える子どもた

ちに対する支援の強化が求められている。また、デジタル教科書、資料集の導入により、教材の軽

量化や学習の効率化を図ることも一案であるという意見もある。 

 


